
予 算 要 求 資 料 

令和３年度当初予算   支出科目 款：農林水産業費 項：畜産業費 目：畜産振興費 

事業名 強い畜産構造改革支援事業費補助金 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

       農政部 畜産振興課 畜産基盤係 電話番号：058-272-1111（内 2878） 

       E-mail： c11437@pref.gifu.lg.jp 

 

１ 事業費           76,500 千円（前年度予算額：128,000 千円） 

＜財源内訳＞  

 

区 分 

 

事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財産

収入 

寄附金 その他 県 債 一 般 

財 源 

前年度 128,000 20,000 0 0 0 0 0 0 108,000 

要求額 76,500 13,000 0 0 0 0 0 0 63,500 

決定額 76,500 13,000 0 0 0 0 0 0 63,500 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

県内畜産業は、担い手の不足等に伴う畜産生産基盤の脆弱化や経済連携協定

に伴う輸入畜産物による影響が懸念される一方で、海外輸出の推進等による飛

騨牛など県内畜産物の需要が高まっている側面もある。そうした中、生産基盤

の維持拡大を図るための新規就農者、担い手の育成確保対策として、平成 27

年度から令和２年度までの６ヵ年、本事業を実施した。 

本事業により、生産者の規模拡大意欲が喚起されたことから、和牛頭数の維

持拡大に一定の効果が出ている。本事業の継続が、今後の県内畜産業の生産基

盤を維持する面、個々の経営における規模拡大を促す面で非常に重要である。 

本事業の実施の６カ年において、畜産生産基盤の整備に必要なものとして、

関係各所に認知され、特に畜産主産地である市町村、全農岐阜県本部をはじめ

とするＪＡグル－プ及び畜産関係団体等から、本事業の継続の要望が出されて

いる。県内畜産農家にも取組みやすい事業として定着し、畜産主産地である地

域では、市町村の上乗せ補助を実施する動きもあるなど、県内の畜産振興に欠

かせない事業となっており、令和３年度以降も引き続き中長期的な事業として

継続したい。 

 



 

 

（２）事業内容 

   畜産主産地の維持、拡大を図るために、担い手の確保、生産基盤の強化を推

進する取り組みに必要となる生産基盤整備（自給飼料基盤整備、農業用施設整

備、農機具導入）に要する経費の一部を補助する。 

○ 新規就農支援型 

   新規に畜産経営、部門経営を開始するのに必要な生産基盤を新規就農希望

者に貸し付けるための整備又は新規就農希望者が自ら整備するのに要する

経費の一部を補助 

○ 担い手育成支援型 

地域のモデル的な実証農場及び農家負担軽減のための共同施設の設置又

は、規模拡大、新技術等導入等による生産コストの低減に必要な生産基盤の

整備に要する経費の一部を補助 

〇 ＧＡＰ認証支援型 

   畜産ＧＡＰ認証に必要な管理項目に適合するために必要な施設等の整備 

○ 堆肥処理施設整備支援型 

   ＣＳＦ発生による堆肥の滞留に対応するために必要な施設整備 

（３）県負担・補助率の考え方 

○ 新規就農支援型   ：１/３以内 

○ 担い手育成支援型  ：１/４以内（和牛繁殖牛関係施設等は１/３以内）  

○ ＧＡＰ認証支援型  ：１/２以内 

○ 堆肥処理施設整備支援型：１/２以内 

（４）類似事業の有無  無 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

補助金 49,000 新規就農支援型、担い手育成支援型、ＧＡＰ認証支援型 

27,500 堆肥処理施設整備支援型 

合計 76,500  

 

 決定額の考え方  

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

「ぎふ農業・農村基本計画」に各種目標達成の手法として位置づけている。 

（２）後年度の財政負担 

令和３年度から令和７年度までの５か年 

（３）事業主体及びその妥当性 

農業協同組合連合会、農業協同組合、公社、農業者が組織する団体 等 



 

 

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書 
□  新 規 要 求 事 業 

■  継 続 要 求 事 業 

 
補助事業名 強い畜産構造改革支援事業費補助金 

補助事業者（団体） 農業協同組合連合会、（一社）岐阜県農畜産公社、農業

協同組合、農事組合法人、農業者等の組織する団体 等 

（理由） 

小規模畜産農家を事業の対象とするため。 

補助事業の概要 （目的）施設整備等にかかる初期負担を軽減し、担い

手の確保、経営規模の拡大を促進する。 

（内容）生産基盤の強化を推進する取り組みに必要と

なる生産基盤整備（自給飼料基盤整備、農業用施設整

備、農機具導入）に要する経費の一部を補助する。 

補助率・補助単価等 定額・定率・その他（例：人件費相当額） 

（内容） 

・新規就農支援型     1/3 以内 

・担い手育成支援型     1/4 以内（一部 1/3 以内） 

・ＧＡＰ認証支援型    1/2 以内 

・堆肥処理施設整備支援型 1/2 以内 

（理由） 

・「新規就農支援型」は初期投資軽減のため 1/3 

・「担い手育成支援型」は部内同種事業と同率の 1/4 

（和牛繁殖施設関係、飼料用米・稲ＷＣＳの振興対策

については 1/3） 

・「ＧＡＰ認証支援型」は先進的なモデル実証の観点か

ら 1/2 

・「堆肥処理施設整備支援型」は防疫上の観点から該当

農家のやむを得ない事由を考慮し 1/2 以内 

補助効果 ・新規就農支援型 

資金力がない新規就農希望者等が経営を開始するの

を後押しする環境が整い、新たな担い手の確保、業界

の若返りと生産基盤の強化が図られる。 

・担い手育成支援型 

規模拡大等における経営リスクを軽減することによ

り、経営の早期安定化と健全な経営体の育成が図られ、

担い手を確保・育成する。また繁殖雌牛増頭や水田フ

ル活用など畜産が抱える諸課題への対応が図られる。 

・ＧＡＰ認証支援型 

ＧＡＰを取り組むことにより畜産物の安全性向上、

環境保全等において品質の信頼向上が図られる。 

・堆肥処理施設整備支援型 

ＣＳＦ発生により、堆肥流通が停滞し困窮している

農家に対し、堆肥施設整備を支援し、経営安定を図る。 



 

 

終期の設定 終期 令和７年度 

（理由）今年度の要望額は予算額を超過しており、ま

た次年度の要望も同様となることが見込まれること、

新規就農対策として飛騨市、美濃加茂市において飛騨

牛研修・繁殖センタ－を開設、今後、新規就農者を支

援する対策事業が必要であることなどから、向こう 5

ヵ年で計画的に事業を実施する必要があるため、事業

継続を要望する。 

（事業目標） 

・終期までに何をどのような状態にしたいのか 

新規就農希望者等の経営開始を支援し、新たな担い手を創出するとともに、

既存の畜産農家の規模拡大、作業の効率化を図ることにより県内畜産生産基

盤の維持・強化を図る。また、規模拡大等における経営開始時の経営リスク

を軽減することにより、経営の早期安定化と健全な経営体の育成を図り、多

くの担い手を確保、育成したい。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(R1 年度末) 

目標 

(R3 年度末) 

目標 

(終期) 

①  飛騨牛認定頭数の増加 9,784 9,940 10,500 

 

 H29 年度 H30 年度 H31 年度 R2 年度 
R3 年度 

（要求） 

補助金交付実績 80,000 千円 85,000 千円 128,700 千円 
(予算額) 

128,000 千円 
(要求額) 

76,500 千円 

指標①目標 － － － － 9,940 

指標①実績 9,916 10,042 9,784 
(推計値) 

9,800 
(推計値) 

9,975 

指標①達成率  ％ ％ ％ 
(推計値) 

 ％ 
(推計値) 

100 ％ 

（前年度の成果） 

新規就農支援型は２件（どちらも肉用牛繁殖経営）、担い手育成支援型は１

７件を支援した。畜種別では、酪農(乳肉複合を含む)２件、肉用牛１６件、

共同施設１件に支援し、畜舎９棟、畜舎改良４式、堆肥舎２棟・２式、農機

具１０台が導入された。 

家畜伝染病対策支援型は延べ６１件（うち養豚経営は２６件）を支援した。 

 

 



 

 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 

整備に係る初期投資額が多額であることから、自己負担額の確保が困難と

なり、農業者の意向に整備が追い付かず、事業実施年度が左右されることが

あるため、制度資金の活用等へ誘導し、確実に資金調達されることを後押し

する必要がある。また、全額自己資金の活用による新規就農等には限界があ

り、事業ニ－ズを把握しながら事業継承を検討する。 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

○：必要性が高い、△：必要性が低い  

(評価) 

○ 

畜産農家戸数の減少傾向が続く中、畜産物の安定供給と産地維

持を図るとともに、農産物の輸出需要に対応した生産基盤の強化

を図るため、本事業の必要性は高い。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている 

△：まだ期待どおりの成果が得られていない  

（評価） 

○ 

新規就農者及び小規模畜産農家、地域の担い手農家が事業を利

用し施設等整備を行い、地域における畜産基盤の強化が着実に図

られている。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある 

(評価) 

○ 

市町村等との連携を密にして、事業を円滑かつ効率的に進めて

いるほか、事業後のフォロ－に努めることとしている。 

（事業の見直し検討） 

県内畜産業の維持・拡大を図り、安心安全な畜産物を安定的に供給するた

めには、新規就農希望者及び小規模畜産農家、地域の担い手農家を対象とし

た生産基盤維持拡大を補助する本事業の継続は必要不可欠である。 

（終期到来時の翌年度以降の事業方針） 

継続・削減・統合・廃止 

（理由）事業の創設が規模拡大を検討していた農家の投資意欲を促進させて

いる。こうした動きを背景に、引き続き農家からの事業要望も多く、市町村、

農協、関係団体からも事業継続を求める要望が出されている。また、和牛の

繁殖雌牛の増頭、飛騨牛認定頭数の増加等、畜産振興のあらゆる施策につい

て、継続した支援体制の維持が求められている。 

 


